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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電素子を有する振動子と、
　前記振動子と圧接し、前記圧電素子の駆動により前記振動子に対して相対的に移動する
摩擦部材と、
　前記摩擦部材を保持する保持部材を備え、
　前記摩擦部材は凹部、及び複数の取り付け用の固定部を有し、前記凹部により区分され
る前記摩擦部材の各領域が前記固定部により前記保持部材にそれぞれ固定されていること
を特徴とする振動型アクチュエータ。
【請求項２】
　前記凹部は、前記摩擦部材にて前記振動子と接触する面とは異なる面に設けられている
ことを特徴とする請求項１に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項３】
　前記凹部は、前記摩擦部材にて前記振動子と接触する面とは反対側の面に設けられてい
ることを特徴とする請求項２に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項４】
　前記凹部により区分される前記摩擦部材の各領域は、それらの端部が前記複数の固定部
により前記保持部材に固定されていることを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１項
に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項５】
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　前記凹部は、前記摩擦部材及び保持部材の駆動方向において、前記複数の固定部のうち
、第１の固定部により前記摩擦部材を前記保持部材に固定した位置と、第２の固定部によ
り前記摩擦部材を前記保持部材に固定した位置との間に形成されていることを特徴とする
請求項１ないし４のいずれか１項に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項６】
　前記摩擦部材及び保持部材の駆動方向において、前記摩擦部材に前記凹部が形成された
薄肉部の両端が前記固定部により前記保持部材に固定されていることを特徴とする請求項
１ないし５のいずれか１項に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項７】
　前記凹部により区分される前記摩擦部材の各領域を、前記固定部により前記保持部材に
それぞれ固定することにより構成される梁の面外方向屈曲１次振動モードの共振周波数は
、可聴周波数帯域外であることを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の振
動型アクチュエータ。
【請求項８】
　前記薄肉部の両端を前記固定部により前記保持部材に固定することによって構成される
梁の面外方向屈曲１次振動モードの共振周波数は、可聴周波数帯域外であることを特徴と
する請求項６に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項９】
　前記保持部材に固定された前記摩擦部材の共振周波数は、前記圧電素子の駆動周波数帯
域外であることを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１項に記載の振動型アクチュエ
ータ。
【請求項１０】
　前記振動子の支持部材と、
　前記支持部材を介して前記振動子を並進可能に支持するベース部材と、
　前記ベース部材と前記保持部材との間に配置される転動部材を備えることを特徴とする
請求項１ないし９のいずれか１項に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項１１】
　円環状の前記摩擦部材と、
　前記保持部材を回転可能に支持するベース部材と、
　前記ベース部材と前記摩擦部材との間に配置された複数の前記振動子を備えることを特
徴とする請求項１ないし９のいずれか１項に記載の振動型アクチュエータ。
【請求項１２】
　請求項１ないし１１のいずれか１項に記載の振動型アクチュエータと、
　前記保持部材の移動によって駆動される光学素子を備えることを特徴とする光学機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像装置のレンズ鏡筒等に用いる振動型アクチュエータに関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　圧電素子の超音波振動を利用した超音波モータは、小型で高い駆動力が得られ、広い速
度レンジに対応でき、低振動かつ低騒音であるという特徴を有する。これらの特徴により
、超音波モータは、例えば小型かつ高出力のモータが求められるカメラのレンズ鏡筒内に
おいて、フォーカスレンズの直線駆動やカム筒の回転駆動等に用いられる。超音波モータ
の駆動原理としては、圧電効果による圧電素子の伸縮を用いて振動子の共振を発生させ、
その振動を振動子に圧接された摩擦部材に伝えることで物体を駆動する。
【０００３】
　特許文献１に記載の超音波モータは、摩擦部材との接触部が設けられた平板状の振動子
に複数の振動モードを発生させ、振動モードの組み合わせにより接触部に楕円運動を発生
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させる。摩擦部材は接触部に対して圧接されており、接触部に楕円運動が発生すると、接
触部と摩擦部材は接触と離間を繰り返す。これにより、摩擦部材は振動子に対して相対的
に駆動される。摩擦部材の共振周波数が振動子の駆動周波数帯域と重なると、摩擦部材の
共振が誘発され、不要な振動や駆動力の低下、騒音が発生し得る。この問題に対して、特
許文献２では振動子の駆動周波数帯域と摩擦部材の共振周波数とが重ならないように、摩
擦部材の共振周波数を特定の範囲内に収まるように設計することが提案されている。特許
文献２では、摩擦部材の厚みや材質を変更する等の方法により共振周波数が設定される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－３０４８８７号公報
【特許文献２】特開平９－２１５３４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　摩擦部材の設計において、例えば薄くて長い摩擦部材を使用すれば、高次を含めた全て
の面外方向屈曲振動モードの共振周波数が低くなる。しかし、この場合、摩擦部材の共振
周波数が密に分布することとなるので、振動子の駆動周波数帯域と摩擦部材の共振周波数
が重ならないように設計することが困難であった。
　本発明の目的は、振動子と接触する被駆動部材の共振が発生しにくく、不要な振動が抑
制された高出力で低騒音の振動型アクチュエータを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明に係る装置は、圧電素子を有する振動子と、前記振
動子と圧接し、前記圧電素子の駆動により前記振動子に対して相対的に移動する摩擦部材
と、前記摩擦部材を保持する保持部材を備え、前記摩擦部材は凹部、及び複数の取り付け
用の固定部を有し、前記凹部により区分される前記摩擦部材の各領域が前記固定部により
前記保持部材にそれぞれ固定されている。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、振動子と接触する被駆動部材の共振が発生しにくく、不要な振動が抑
制された高出力で低騒音の振動型アクチュエータを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の第１実施形態に係る構成例を示す図である。
【図２】本発明の第１実施形態に係る構成例の別例を説明する図である。
【図３】図２の構成例を説明するための模式図である。
【図４】本発明の第２実施形態の構成例を示す図である。
【図５】被駆動部材の固定方法を説明する図である。
【図６】本発明に係る実施形態の効果を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下に本発明の各実施形態に係る振動型アクチュエータとして、小型高出力モータが求
められる撮像装置等の光学機器のレンズ鏡筒に使用する超音波モータを例示して説明する
。
　本発明の実施形態を説明する前に、図５を参照して、被駆動部材（以下、摩擦部材とも
いう）の固定方法について説明する。摩擦部材に複数の固定部を設けることにより、摩擦
部材を複数の短い梁が固定部で連結したものとみなせる構成にし、共振周波数を高くして
、その分布を疎にする方法がある。ただし、この方法では、梁に生じる応力の伝達が固定
部で完全に遮断できる程度に、固定部の支持剛性を大きく必要がある。図５（Ａ）は、１
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つの梁の両端及び中央に固定部を設けた構成とし、支持剛性が十分に大きい例を示す概念
図である。１つの梁のＡ部とＢ部は両端がそれぞれ固定部に固定されているので、Ａ部に
応力が生じた場合でも、Ｂ部への応力の伝達が遮断される。しかし、カメラのような小型
機器ではこのような固定部は現実的ではない。また、固定部の支持剛性が不十分である場
合、応力が固定部を越えて伝達するので、共振周波数を高くして、その分布を疎にする効
果が十分得られない。図５（Ｂ）は、１つの梁の両端及び中央に固定部を設けた構成にて
、その支持剛性が十分ではない例を示す概念図である。Ａ部に生じた応力がＢ部へ伝達す
ることを示している。
　以下の実施形態では、摩擦部材の固定部での応力の伝達を低減し、共振周波数を従来よ
りも高くして共振周波数の分布を疎にするための構成を説明する。
【００１０】
［第１実施形態］
　図１は本発明の第１実施形態に係る超音波モータ１の構成例を示す図である。図１（Ａ
）は超音波モータ１を、振動子１１と摩擦部材３１の相対移動方向から見た場合の図であ
る。駆動方向（ｘ方向）を紙面に垂直な方向とする。図１（Ｂ）は、図１（Ａ）に示す超
音波モータ１のＡ－Ａ線に沿う断面図である。ｘ方向を左右方向とする。
　振動子１１は圧電素子１１ａを金属板１１ｂに貼り付けた構造を有する。圧電素子１１
ａに対し、図示しない圧電素子駆動部が交流電圧を印加することで振動子１１に２つの振
動モードを発生させる。この２つの振動モードを組み合わせることにより金属板１１ｂに
設けられた複数の接触部１１ｃに楕円運動が発生する。なお、接触部１１ｃに楕円運動を
発生させる原理の詳細な説明については省略する（前記特許文献１参照）。
【００１１】
　振動子１１は振動子支持部材（以下、単に支持部材という）２１を介してベース部材５
１に支持される。ベース部材５１は、レンズ鏡筒等に固定される部材であり、支持部材２
１を介して振動子１１を並進可能に支持する。加圧部材６１は、振動子１１とベース部材
５１との間に設けられ、摩擦部材３１に対して接触部１１ｃを適度の付勢力で圧接させる
。加圧部材６１は、ばね等の弾性部材である。支持部材２１は、例えば薄板状の金属板で
あり、振動子１１の摩擦部材３１への圧接方向にのみ剛性が小さい構造となっている。
【００１２】
　図１（Ｃ）は摩擦部材３１及び保持部材４１の構成の要部を示す斜視図である。振動子
１１に対して相対的に移動可能な摩擦部材３１は、保持部材４１に対して複数箇所で固定
されている。保持部材４１は、図１（Ａ）に示すように、側面に複数の溝部４１ａを有す
る（図１（Ｃ）では不図示）。ベース部材５１は、これらの溝部４１ａと対応する位置に
複数の溝部５１ａを有する。複数の転動部材７１はボールやコロ等であり、保持部材４１
の溝部４１ａとベース部材５１の溝部５１ａとの間に配置される。これにより、摩擦部材
３１及び保持部材４１は、ｘ方向にのみ移動可能に支持されている。本構成において、振
動子１１の振動によって接触部１１ｃに楕円運動を発生させると、振動が摩擦部材３１に
伝達されるため、摩擦部材３１及び保持部材４１はｘ方向（駆動方向）に移動する。保持
部材４１に設けた出力取り出し部４１ｂは駆動対象に固定される。駆動対象は、例えばフ
ォーカスレンズ等の光学素子であり、保持部材４１の移動に従って駆動対象を駆動するこ
とができる。
【００１３】
　図１（Ｃ）に示すように、摩擦部材３１は、振動子１１の接触部１１ｃと当接する接触
面３１ａと、複数のスリット部３１ｂを有する。スリット部３１ｂは、接触面３１ａとは
反対側の面において、凹部として形成されている。これらのスリット部３１ｂにより３つ
に区分される摩擦部材３１の各領域には、複数の取り付け用の固定部３１ｃ１～３がそれ
ぞれ設けられている。摩擦部材３１は固定部３１ｃ１～３を介して保持部材４１にねじ締
結等で取り付けられる。各スリット部３１ｂの形成位置は、摩擦部材３１の中央部を保持
部材４１に取り付ける第２の固定部３１ｃ２と、摩擦部材３１の両端部を保持部材４１に
それぞれ取り付ける第１及び第３の固定部との中間である。本実施形態では、第１のスリ
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ット部３１ｂの形成位置を、第１の固定部３１ｃ１と第２の固定部３１ｃ２との中央とし
、第２のスリット部３１ｂの位置を、第２の固定部３１ｃ２と第３の固定部３１ｃ３との
中央としている。なお、保持部材４１は、第１の固定部３１ｃ１及び第２の固定部３１ｃ
２が取り付けられる部分の間が部分的に切り欠かれていて、凹部４１ｃが形成されている
。同様に、保持部材４１にて第２の固定部３１ｃ２及び第３の固定部３１ｃ３が取り付け
られる部分の間が部分的に切り欠かれていて、凹部４１ｄが形成されている。
【００１４】
　このように摩擦部材３１は、見かけ上３つの梁が並び、かつそれぞれが特定の位置で保
持された構造とみなすことができる。梁同士の間にはスリット部３１ｂが設けられている
ため、応力の伝達は低減されており、梁は各々分離したものとみなせる。一般的に、梁に
おける共振周波数は梁の長さの二乗に反比例するため、３つに分割された摩擦部材３１の
共振周波数は高くなる。
　本実施形態における摩擦部材３１の共振周波数の分布の変化を図６に示す。図６（Ａ）
は、スリット部を形成していない摩擦部材３１の両端部を保持部材４１に固定した場合の
比較例を示す。左側の斜視図で示すように、両端部を固定する方法で摩擦部材３１を保持
部材４１に固定した場合の共振周波数の分布を右側に図示する。横軸は周波数を表し、１
次ないし５次振動の共振周波数をｆ１ないしｆ５で例示する。縦軸は振動の強さを表す。
一方、図６（Ｂ）は、摩擦部材３１に複数のスリット部３１ｂを形成し、スリット部３１
ｂにより区分される各領域について、それぞれの固定部３１ｃ１～３を介して保持部材４
１に固定した構成を左側の斜視図に示す。摩擦部材３１の長手方向にて３箇所で保持部材
４１に固定した場合の共振周波数の分布を右側に図示する。横軸は周波数を表し、１次振
動及び２次振動の共振周波数をＦ１及びＦ２で例示する。
【００１５】
　図６（Ａ）の固定方法を実施した場合、摩擦部材３１の共振周波数が低いため、１次か
ら５次までの共振周波数ｆ１、ｆ２、ｆ３、ｆ４、ｆ５が密に分布している。この時、駆
動周波数帯域と、共振周波数が重ならないように設計することは困難である。つまり、図
６（Ａ）では駆動周波数帯域がｆ３より大きく、かつｆ５未満である場合、この範囲に共
振周波数ｆ４がかかってしまう。
　これに対し、図６（Ｂ）の固定方法を実施した場合、摩擦部材３１の共振周波数が高い
ため、１次と２次の共振周波数Ｆ１，Ｆ２が疎に分布している。共振周波数同士の間隔が
広いため、駆動周波数帯域と共振周波数が重ならないように設計することは容易である。
図６（Ｂ）で共振周波数Ｆ１，Ｆ２は駆動周波数帯域外である。よって、摩擦部材３１の
共振が発生しにくく、不要な振動が抑制された高出力で低騒音の超音波モータを実現でき
る。
【００１６】
　本実施形態では、摩擦部材３１に２つのスリット部３１ｂを設け、スリット部３１ｂに
より区分される各領域に対して、１箇所ずつに固定部を設けている。しかし、スリット部
や固定部の数及び位置は仕様に応じて変更が可能である。また、本実施形態では摩擦部材
３１に対し、接触面３１ａとは反対側の面にスリット部３１ｂを設けている。これに限ら
ず、振動子１１との接触に影響を与えない範囲であれば、その他の面にスリット部を設け
てもよい。
【００１７】
　摩擦部材３１の共振周波数は、スリット部３１ｂと固定部３１ｃとの位置関係により変
化する。図２は、１つのスリット部３１ｂによって２つに区分される摩擦部材３１の各領
域を、当該領域の両端近傍にて固定部３１ｃでそれぞれ保持部材４１に固定した構造を例
示した斜視図である。一般に、梁は両端固定の場合に共振周波数が最も高くなる。そのた
めスリット部３１ｂ及び固定部３１ｃについては、スリット部３１ｂによって区分される
摩擦部材３１の各領域において、当該領域の両端近傍にて固定部３１ｃ１～４をそれぞれ
設けることが好ましい。図２の例では１つのスリット部３１によって摩擦部材３１が２分
される。摩擦部材３１の２つの領域を、第１の領域と第２の領域とする。この場合、第１
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の領域の一端部は第１の固定部３１ｃ１で保持部材４１に取り付けられ、他端部が第２の
固定部３１ｃ２で保持部材に取り付けられる。また、第２の領域の一端部は第３の固定部
３１ｃ３で保持部材４１に取り付けられ、他端部が第４の固定部３１ｃ４で保持部材に取
り付けられる。第２の固定部３１ｃ２と第３の固定部３１ｃ３は、スリット部３１ｂの形
成位置の近傍にて両側に配置された位置関係となる。
【００１８】
　次に、図３を参照して防音対策について説明する。超音波モータ１の摩擦部材３１にお
いて、外部からの振動や振動子１１の接触及び離間により可聴周波数帯域の共振が誘発さ
れた場合、超音波モータ１の駆動中に異音が発生する可能性がある。そのため、摩擦部材
３１の可聴周波数帯域から共振周波数を除外し、可聴周波数帯域の共振を防ぐ対策が必要
となる。
　図３（Ａ）は摩擦部材３１の構成例を示す側面図である。図３（Ｂ）は、スリット部３
１ｂにより２分された摩擦部材３１の各領域３１ｄ、３１ｅを、それぞれが独立した梁１
３１ａ、１３１ｂであると仮定した場合の模式図である。梁１３１ａ、１３１ｂは、摩擦
部材３１の固定部３１ｃと同様の位置で支持されているものとする。摩擦部材３１の可聴
周波数帯域における共振を防ぐためには、梁１３１ａ、１３１ｂの面外方向屈曲１次振動
モードの共振周波数を可聴周波数帯域外とし、上限（約２０ｋＨｚ）よりも高くする。な
お、面外方向屈曲１次振動モードとは、図３（Ｂ）に破線で示すように、摩擦部材３１に
おいて振動子１１との接触面３１ａに対して垂直な方向の振動モードである。
　図３（Ｃ）は、摩擦部材３１にスリット部３１ｂを設けることにより厚みが薄くなった
部位（薄肉部）３１ｆを両端固定の梁と仮定した場合の模式図である。この場合、摩擦部
材３１の可聴周波数帯域における共振を防ぐためには、梁としての薄肉部１３１ｃの面外
方向屈曲１次振動モードの共振周波数を可聴周波数帯域外とし、上限よりも高くする。な
お、面外方向屈曲１次振動モードとは、図３（Ｃ）に破線で示すように、摩擦部材３１に
おいて振動子１１との接触面３１ａに対して垂直な方向の振動モードである。
【００１９】
　本実施形態によれば、従来の構造に比べて被駆動部材の共振周波数を高くし、共振周波
数の分布を疎にすることができる。これにより、駆動周波数帯域外に共振周波数を容易に
設定できるので、被駆動部材の共振が発生しにくく、不要な振動が抑制された高出力で低
騒音の超音波モータを実現できる。
　なお、本実施形態では、振動子１１として圧電素子１１ａを金属板１１ｂに貼り付けた
構造を例示して説明した。これに限らず、例えば複数の圧電素子を貼り合わせたバイモル
フ構造の振動子等を用いても同様の効果を得ることができる。このような構成上の変更は
後述の実施形態でも同様に可能である。
【００２０】
［第２実施形態］
　次に本発明の第２実施形態を説明する。なお、第２実施形態にて第１実施形態の場合と
同様の構成要素については既に使用した符号を用いることにより、それらの詳細な説明を
省略する。本実施形態では回転駆動型アクチュエータを例示する。
　図４は本実施形態に係る超音波モータ２の構成例を示す。図４（Ａ）は超音波モータ２
の一部を切り欠いて示す側面図であり、図４（Ｂ）は図４（Ａ）のＡ－Ａ線に沿う断面図
である。本実施形態の超音波モータ２では、２つの振動子１１を平行に並べることで回転
駆動を行う。振動子１１は圧電素子１１ａを金属板１１ｂに貼り付けた構造をもつ。圧電
素子駆動部は、各圧電素子１１ａに対して交流電圧を印加することで、各振動子１１に複
数の振動モードを発生させる。これらの複数の振動モードを組み合わせることにより金属
板１１ｂに設けた接触部１１ｃに楕円運動が発生する。接触部１１ｃは、各振動子１１の
金属板１１ｂにそれぞれ設けられている。
【００２１】
　２つの振動子１１は支持部材２１を介してベース部材５１に支持されている。振動子１
１とベース部材５１との間に設けた加圧部材６１は、摩擦部材３１に対して接触部１１ｃ
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を適度の力で圧接させる。支持部材２１は、例えば薄板状の金属板であり、振動子１１の
摩擦部材３１への圧接方向にのみ剛性が小さい構造となっている。円環状の摩擦部材３１
は、円盤上の保持部材４１に複数箇所で固定されている。ベース部材５１は円筒状部５１
ａと軸部５１ｂを有する。軸部５１ｂの中心軸を図４（Ｂ）にｚ軸で示す。軸部５１ｂを
挟んで振動子１１及び加圧部材６１が回転対称に配置される。軸部５１ｂと保持部材４１
との間の軸受部としてベアリング８１が設けられている。ベース部材５１にはベアリング
８１の内輪が固定され、保持部材４１はベアリング８１の外輪に固定されている。よって
、保持部材４１はベース部材５１に対してｚ軸回りに回転可能に軸支されている。
【００２２】
　本構成において、２つの振動子１１を振動させて接触部１１ｃに楕円運動を発生させる
と、接触部１１ｃの楕円運動が摩擦部材３１に伝達される。これにより摩擦部材３１及び
保持部材４１はｚ軸回りに回転駆動される。保持部材４１に設けた出力取り出し部４１ｂ
を介して駆動力を取り出すことができる。出力取り出し部４１ｂは、例えばフランジ状の
部分であり、カム筒等の駆動対象にネジ締結で固定される。出力取り出し部４１ｂの回転
により駆動対象が回転駆動される。
【００２３】
　図４（Ｃ）を参照して、摩擦部材３１及び保持部材４１の構造の詳細について説明する
。図４（Ｃ）は摩擦部材３１及び保持部材４１の要部を示す斜視図である。摩擦部材３１
は円環形状であり、振動子１１の接触部１１ｃとの接触面３１ａを有する。接触面３１ａ
とは反対側の面に、複数のスリット部３１ｂが設けられている。複数のスリット部３１ｂ
は、中心軸の回りに等角度間隔（本例では９０度間隔で４箇所）で形成されている。スリ
ット部３１ｂにより区分される摩擦部材３１の各領域には、固定部３１ｃがそれぞれ設け
られている。摩擦部材３１は、各スリット部３１ｂの近傍の両側にそれぞれ設けた固定部
３１ｃを介して保持部材４１に固定される。これにより摩擦部材３１は、円周方向に沿っ
て見かけ上４つに区分される梁が並び、それぞれの梁が特定の位置にて保持された構造と
みなすことができる。梁同士の間にはスリット部３１ｂが設けられているため、応力の伝
達は低減されており、梁は各々分離したものとみなせる。一般的に、梁における共振周波
数は梁の長さの二乗に反比例するため、４つに区分された摩擦部材３１の共振周波数は高
くなる。第１実施形態の場合と同様に、摩擦部材３１の共振周波数が高くなるので、共振
周波数の分布を疎にすることができる。これにより共振周波数と駆動周波数が重ならない
ようにする設計が容易となる。摩擦部材３１の共振が発生しにくく、不要な振動が抑制さ
れた高出力で低騒音の超音波モータを実現できる。
【００２４】
　本実施形態によれば、２つの振動子１１を平行に並べることで、被駆動部材の回転に伴
って駆動対象の回転駆動を実現できる。なお、ベース部材５１の軸部５１ｂの中心軸（ｚ
軸）回りに配置される振動子１１の数は３以上でもよく、スリット部３１ｂ、固定部３１
ｃの数及び配置は仕様に応じて変更可能である。また、振動子１１との接触に影響を与え
ない範囲内であれば、摩擦部材３１にて接触面３１ａの反対面以外の面にスリット部を設
けてもよい。但し、スリット部３１ｂ及び固定部３１ｃは、スリット部３１ｂによって区
分される摩擦部材３１の各領域において、その両端部の近傍に固定部３１ｃを設けること
が好ましい。すなわち、各スリット部３１ｂの形成位置の近傍には両側に固定部３１ｃが
配置される。摩擦部材３１において、スリット部３１ｂにより区分される各領域を固定部
３１ｃと同様の位置で支持された梁と仮定した場合、その梁の屈曲方向１次振動モードの
共振周波数は２０ｋＨｚより大きいものとする。スリット部３１ｂを設けることにより肉
厚が薄くなった部位を両端固定の梁と仮定した場合、その梁の屈曲方向１次振動モードの
共振周波数は２０ｋＨｚより大きいものとする。
【符号の説明】
【００２５】
　１，２　超音波モータ
　１１　振動子
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　２１　支持部材
　３１　摩擦部材（被駆動部材）
　４１　保持部材
　５１　ベース部材

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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